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Report 

日本企業・投資家による海外不動産投資残高は前年より 19%増加し

26.7兆円規模に～「海外不動産投資に関する実態調査 2025」結果 
 

2025年 11月 19日 

 

海外市場調査部・私募投資顧問部 

 

 

 

＜要約・概要＞  

⚫ 「海外不動産投資に関する実態調査」結果などをもとに 2025年の海外不動産投資残高を 26.7

兆円と推計した（前年比+19%）。うち、直接投資額は住宅メーカー、不動産会社の積極投資が寄

与し前年推計から 20%増加している。 

⚫ 直接投資を主に行う不動産会社などのプレーヤーは、開発利益や国としての成長性を期待して海

外不動産投資を活発化させているものの、昨今の政治・経済の先行き不透明感から、政治リスク・

景気変動リスクが最大の課題となっているほか、海外担当者の確保も課題となっている。今後の投

資意向は引き続き強く、米国や豪州への投資拡大が見込まれるほか、英国やインドが新規投資先

として注目度が高まっている。 

⚫ 不動産ファンドを通じた間接投資を主に行うプレーヤーは、高い収益性、成長する市場、グローバ

ル分散投資に期待して海外不動産投資を実施している。課題面では、法務や税務、為替変動な

どリターンに直結するものが前年に続き上位となっている。投資拡大意向は引き続き強く、特に米

国への関心が強い。 

 

 

株式会社三井住友トラスト基礎研究所では、海外不動産投資を行うプレーヤーの投資状況、海外不動

産投資への期待や課題などの実態、そして今後の投資意向を把握することを目的に「海外不動産投資に

関する実態調査」を 2023年より実施している。 

 

調査概要 

• 調査名称：海外不動産投資に関する実態調査（以下、実態調査） 

• 調査対象：公表情報等により海外不動産投資を行っている、あるいは行う可能性の高いと推察される

企業・年金基金などを対象 

• 調査方法：面会によるヒアリング調査、メールによる質問票送付調査を併用 

• 調査期間：2025年 9月 1日～9月 24日 

• 回収状況：有効回答数 64社（回収率 77.1%） 

• 分類方法：海外不動産投資への主な関わり方に基づいて、所属業種ごとに大きく 3分類している

（図表 1参照）。分類ごとに質問票も異なっており、結果集計も分類ごとに行っている。本レポートでは、

このうち「直接投資」と「間接投資（投資家）」についての集計結果について記載している。 
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図表 1 実態調査対象の分類 

分類 業種 海外不動産投資への主な関わり方 

直接投資プレーヤー 不動産会社、商社、住宅メーカー、

ゼネコン、電力・ガス、鉄道、その

他不動産事業を行う事業会社 

オフィスや賃貸住宅を開発する開発

ビジネスや、既存不動産を取得し運

営するビジネス、マンションを開発し

分譲するビジネスなど 

間接投資プレーヤー 

（投資家） 

銀行、保険、リース会社、年金基金

など 

不動産投資ファンドへの出資を通じ

て海外不動産投資を行う 

間接投資プレーヤー 

（運用会社・信託） 

運用会社、信託銀行 ファンド組成や運用、ゲートキーパー

機能など海外不動産投資を行うため

の不動産投資ファンドや関連サービ

スを提供する 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

1. 日本からの海外不動産投資残高の推計 

日本からの海外不動産投資残高を 2025年時点で 26.7兆円と推計、前年推計から 19%増加 

 

図表 2 日本からの海外不動産投資残高推計 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

注）直接投資：直接投資プレーヤーによる海外不動産投資残高、間接投資：間接投資プレーヤー（投資家）および間接投資プレ

ーヤー（運用会社・信託）の情報を活用し重複分を極力除いた海外不動産投資残高 

 

実態調査における投資額集計のほか、各社の開示資料、その他公表情報などに基づいて日本からの海

外不動産投資残高の推計を行った。その結果、日本からの海外不動産投資残高は 2025年時点で 26.7兆

円と推計され、2024年に行った推計結果よりも 19%増加している。残高内訳は直接投資プレーヤー（不動産

会社など）による海外不動産投資残高が 15.5兆円、間接投資プレーヤーによる不動産ファンド等を通じての
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海外不動産投資残高が 11.2兆円である。 

直接投資プレーヤー残高の業種別の内訳は、不動産・商社が 50%強を占め、次いで建設・住宅が 40%

弱、インフラ・その他が 10%弱と推計している。2024年推計結果から 20%増加しているが、住宅メーカーや不

動産会社の活発な投資活動が寄与している。 

間接投資プレーヤー残高の内訳は、約 50%を銀行等が占め、次いで保険会社が約 30%、年金基金が約

15%と推計している。2024年推計結果からは 17%増加しているが、新規情報追加によるカバレッジ範囲拡大

に伴う増加が主なもので、既存投資家による投資積み増しは限定的と推計している。 

 

＜推計方法＞ 

• 直接投資： 実態調査、各社開示資料、その他公表情報、MSCI Real Capital Analyticsの不動産取

引データベースなどをもとに集計・推計を行った。製造業などが海外に保有する工場などの不動産は集

計に含まない。あくまでも不動産事業（住宅供給含み）に関連する投資残高を集計している。各社の決

算時期、集計時期、資料公表時期の違いはあるものの直近時点で入手可能な情報をもとに海外におけ

る不動産資産残高（オフィスなど投資用不動産や、個人に住宅を分譲するための販売用不動産（棚卸

資産）なども含む）を合算し 2025年推計値とした。 

• 間接投資： 実態調査、各社開示資料、その他公表情報などをもとに集計を行った。推計にあたって

は間接投資プレーヤー（投資家）と間接投資プレーヤー（運用会社・信託）での重複計上を可能な限り

排除している。各社の決算時期、集計時期、資料公表時期の違いはあるものの直近時点で入手可能な

情報をもとに合算し 2025年推計値としている。 

 

2.海外不動産投資の現状と今後について 

 

本章では、実態調査結果に基づき、「直接投資プレーヤー」と「間接投資プレーヤー（投資家）」それぞれ

の海外不動産投資の現状、期待や課題、今後の投資意向などを示す。 

 

2-1.直接投資プレーヤー 

 

デベロッパー、商社、建設会社、住宅メーカー、電力・ガス、鉄道会社など直接投資プレーヤーのうち現

在、海外不動産に投資をしている 42社を対象とした回答集計結果をまとめた。 

 

図表 3 直接投資プレーヤー：回答社の業種属性 

業種分類 具体的な業種 回答社数 

不動産・商社 デベロッパー、商社 15社 

建設・住宅 建設会社、住宅メーカー 11社 

インフラ・その他 電力・ガス、通信、鉄道会社、その他不動産事業を行う事業会社 16社 

合計 42社 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 
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【直接：投資開始時期】 開始時期は分散しており 2016～2020年開始が最多 

図表 4 海外不動産投資を開始した時期（回答社数） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

【直接：現在の投資国数】 平均 3.9 カ国と複数国に投資している 

図表 5 海外投資している国・地域数（回答社数） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

注）地域単位の回答、例えば「その他アジア」の回答も 1 カ国としてカウントしている 

 

現在の投資先国数を聞いたところ「3～4カ国」という回答が最も多かった。1社あたりの平均投資国数を算

出すると 3.9カ国となった。業種グループ別で見ると投資開始時期の比較的古い不動産・商社が平均 5.0カ

国と多く、次いで建設・住宅の平均 4.2カ国、海外投資開始時期が比較的新しいインフラ・その他では平均

2.7カ国となった。 
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【直接：現在の投資先国】 投資先として米国は外せない 

図表 6 現在の投資先国 （国・地域別、複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

投資先として最も多いのは「米国」（1位）で 74％の企業が米国不動産に投資している。海外進出時期を問

わず、市場規模が大きく市場透明性も高い米国から投資から投資を開始するケースが多い。次いで「タイ」（2

位）、「豪州」（3位）、「ベトナム」（4位）、「英国」（5位）となっているが、投資比率は 50%以下の水準にとどま

る。米国以外の投資先は各企業の業種・業態やリスク許容度などをもとに判断されるため、投資先国は分散

しやすい。 

 

【直接：海外投資への期待】成長性や収益性に期待しての海外不動産投資が多い 

図表 7 海外不動産投資に期待すること （複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

74%

48%

43%

38%

36%

29%

21%

19%

17%

14%

12%

10%

7%

7%

5%

5%

5%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

米国

タイ

豪州

ベトナム

英国
インドネシア

シンガポール

フィリピン

中国

インド

台湾

その他アジア国

その他米州国
その他欧州国

ドイツ

フランス

韓国

その他地域国

（回答42社）

83%

69%

57%

52%

50%

45%

43%

43%

29%

24%

21%

17%

17%

12%

10%

2%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

開発利益

国としての成長力

グローバル・ポートフォリオ構築のため

高いトータルリターン

高いキャピタルリターン（価格上昇）

インカムリターンの安定性

高いインカムリターン水準

現地企業との関係構築

分散投資効果

所得向上に伴う不動産需要拡大

自社の他事業とのシナジー

多様性（複数の投資対象プロパティ）

新たな不動産ビジネスの模索

多様性（都市など投資対象エリアが多い）

安定的な手数料ビジネス

自社製品・サービスの海外展開

その他
（回答42社）



 

 

 

 

6 

2025年11月19日 Report 

海外不動産投資における期待事項としては、「開発利益」（1位）や「国としての成長力」（2位）、「高いトー

タルリターン」（4位）といった成長性や収益性に関連するものが上位を占めた。3位には「グローバルポートフ

ォリオ構築のため」が入った。世界の GDPに占める日本の割合は年々低下し、今後も更なる低下が見込ま

れている。グローバルに劣後しない成長性を海外不動産投資で獲得し、事業ポートフォリオの収益性を高め

ていこうとする企業戦略がうかがわれる。 

 

【直接：海外投資の課題】政治リスク・景気変動リスクがトップに、人材不足は引き続き課題 

 

前年調査では「人材不足」が 1位であったが、本年は「政治リスクや景気変動リスク」が 1位となった。世界

的に政治や経済など先行き不透明感が強まっていることが影響したものと考えられる。2位は「人材不足」で、

前年同様「限られた海外担当者で複数国への投資を担当せざるをえない」、「複数国に展開したいが人員が

限られている」などの声が聞かれた。海外担当者の確保が積極的な海外展開を行う上でのボトルネックとなっ

ている。以下、「カントリーリスクの大きさ」（3位）、「許認可など行政との問題」（同順 3位）、「為替変動」（5

位）、「法制度や規制、商慣習の壁が厚い」（6位）など、企業単位での対応が難しい課題が続く。成長性や収

益性の高い国において不動産ビジネスを拡大していきたいものの、カントリーリスクや制度、市場などが障壁

となることも多い。投資におけるリターンとリスクのようなトレードオフの関係性が、投資先国の選択でも見られ

る。 

 

図表 8 海外不動産投資の課題 （複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 
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【直接：今後の投資意向（国）】 米国、豪州が 2強だが、英国やインドへの注目度が高まる 

 

図表 9 海外国別の投資意向（拡大＋新規投資回答割合）（複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

注）各国につき、既投資国で「投資を拡大したい」回答数と、未投資国で「新規投資を検討」とした回答数の合計が総数に占める

割合を示している 

 

約 80%の企業が「米国」（1位）と「豪州」（2位）へ強い投資意向を持っている。この 2国の順位や回答比

率は前年結果から大きな変化は見られない。「米国」は既投資企業による投資拡大意向が大半を占めるのに

対し、「豪州」は既投資企業における投資拡大と、未投資企業による新規投資検討が半々を占めている。3

位の「英国」は 50％強であるが、新規投資を検討する企業が増加したことで前年から 4ポイント上昇し、順位

も 4位から 3位に上昇した。ブレグジット決定後、英国への投資は低水準であったが、分散投資の観点から

近年注目されるようになっている。「インド」も同様に 6ポイント上昇し、7位から 5位に順位が上昇している。

インドの高い経済成長性に注目し不動産投資を検討する企業が増えている。 

 

 

【直接：今後の投資意向（投資対象）】 賃貸住宅、物流・産業施設への投資意向強い 

 

投資意向の強い不動産タイプ・不動産ビジネスを尋ねたところ、半数以上が「賃貸住宅」や「物流・産業施

設」と回答している。3位の「集合住宅（分譲用）」もおおむね 50％水準にある。経済や不動産の見通しにつ

いて不透明感が強い中で、比較的需要の安定している不動産タイプが上位を占めた。 

前年結果と比べ、全体的に大きな変化はないものの、上位回答で投資意向の高まりが目立つのは、「オフ

ィス」（7ポイント上昇）や「ファンドへの出資」（7ポイント上昇）である。オフィスは 2022年以来、価格下落が続

いてきたが、足元、下げ止まりが見えつつある都市もあり、底値圏での取得意向が強まっているものと考えら

れる。不動産ファンド投資は、新たな国や不動産タイプに投資するにあたって市場や不動産に習熟するため

の手段として使われることも多い。ファンド出資への意向が強まっているということは、積極的に新たな海外投

資先を模索しようという意向が強いことを示しているものと考えられる。 
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図表 10 不動産タイプ・ビジネス別の投資意向（拡大＋新規投資回答割合）（複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

注）各不動産タイプ・ビジネスにつき、既投資不動産タイプ・ビジネスで「投資を拡大したい」回答数と、未投資不動産タイプ・ビジ

ネスで「新規投資を検討」とした回答数の合計が総数に占める割合を示している 

 

2-2.間接投資（投資家） 

 

海外不動産投資を現在実行中の銀行、保険、リース、年金基金など 12社を対象とした回答集計結果を以

下に示す。なお社数が限られるため業種等の属性内訳は省略する。 

 

【間接（投資家）：現在の投資商品】 3種類への投資が多い 

 

図表 11 現在、投資実行中の投資商品（複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 
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2025年11月19日 Report 

「オープンエンドファンド」（1位）が 80%強と最も多く、以下、「クローズドエンドファンド」（2位）、「海外不動

産デット」（3位）と 3商品への投資が多い。前年調査結果から大きな変化は見られない。 

 

【間接（投資家）：現在の投資エリア】北米をはじめ、幅広いエリアに不動産投資 

 

図表 12 現在、投資実行中の投資エリア（複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

90％を超える投資家が「北米」（1位）に投資しているが、他の「欧州」（2位）、「アジア（除・日本）」（3位）、

「オセアニア」（同順・3位）も 70%前後の投資家が投資している。「グローバル」の回答は少ないものの、複数

エリアに分散投資することで、結果的にグローバル分散投資がなされている。なお、ここでは回答社数ベース

での集計を行っているが、回答社の運用資産額総額に占める「北米」への投資割合を見ると 80%を超えてお

り、資産額ベースでは北米シェアが圧倒的に大きい。 
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2025年11月19日 Report 

【間接（投資家）:海外投資のきっかけ】成長市場での収益性やグローバル分散投資が目的 

 

図表 13 海外不動産投資を開始したきっかけ （複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

投資家が海外不動産投資を開始したきっかけや理由としては、「高い収益性を求めて」、「成長する市場を

求めて」と「グローバル分散投資のため」がトップで並んだ。米国をはじめとする海外の成長市場で高いリター

ンを獲得するために、そしてグローバルにリスク分散を図る目的で海外不動産投資を開始したケースが多い

ことがうかがえる。 

成長性や収益性は、直接投資（図表 7参照）、間接投資を問わず、海外不動産投資における大きな動

機、背景となっている。 
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【間接投資（投資家）：課題】法務や税務が最大の課題で、価格変動や為替、人材不足も課題 

図表 14 海外不動産投資の課題 （複数回答可、回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

海外不動産投資の課題としては「法務や税務などの課題」（1位）が最大となり、次いで「為替変動」（2

位）、「情報収集が難しい」（3位）、「価格変動が大きい」（4位）となっている。法務・税務面での外国当局の

政策変更や為替変動といった、投資家のリターンに直結する項目が、懸念材料として上位となっている。ま

た、「情報収集が難しい」は前年 5位であったが本年は 3位に浮上している。世界的に政治や経済など先行

き不透明感が強まる中で、情報収集が重要な課題として浮上してきている。 

 

【間接投資（投資家）：今後の投資意向（商品）】クローズドエンドファンドへの投資意向強い 

図表 15 今後の投資商品別投資意向（「拡大（新規含む）」と回答した割合）（複数回答可・回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

82%

73%

64%

55%

45%

45%

27%

27%

18%

18%

18%

9%

9%

0%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

法務や税務などの課題

為替変動

情報収集が難しい

価格変動が大きい

人材不足

適切なベンチマークがない

ヘッジコストが高い

投資後のモニタリングが難しい

流動性が低い

カントリーリスクが大きい

投資検討時間が短い

投資単位が大きい

適切なアドバイザーがいない

現地AM・投資案件探しが難しい

投資適格不動産の供給が少ない

デット資金調達が難しい

投資案件の持ち込みが少ない
（回答11社）

67%

50%

42%

25%

8%

8%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

クローズドエンドファンド

海外不動産デット

オープンエンドファンド

セパレートアカウント

実物不動産

上場REIT

その他

（回答12社）



 

 

 

 

12 

2025年11月19日 Report 

「クローズドエンドファンド」（1位）が最も投資拡大意向が強い商品となり、以下、「海外不動産デット」（2

位）、「オープンエンドファンド」（3位）の順となった。現在の投資商品（図表 11参照）の比率と比較すると、

「オープンエンドファンド」の拡大意向は低い。近年、オープンエンドファンドのリターンが低迷していること

が影響しているものと考えられる。その一方、リスク・リターンレベルの高いバリューアッド戦略などの商品が

多いクローズドエンドファンドへの関心が高い。 

 

【間接投資（投資家）：今後の投資意向（エリア）】今後の投資意向が強いエリアは北米、欧州 

 

図表 16 今後のエリア別投資意向（「拡大（新規含む）」と回答した割合）（複数回答可・回答社数割合順） 

出所）三井住友トラスト基礎研究所 

 

エリア別の投資スタンスを見ると、「北米」と「欧州」の拡大意向が強い。前年調査と比較すると特に「北米」

の拡大（新規含む）の回答比率が上昇している。拡大（新規投資含む）を検討している具体的な国名として

は、米国（7社）が最多、次いで英国（4社）となっており、米国への関心が強いことがわかる。 
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